別記様式第３号（第４条関係）

固定資産税課税免除申請書

年　　月　　日　

訓子府町長　　　　　　　　　　様

申請者　住所（法人にあっては主たる事務所の所在地）
　　　　　　　　　　　　氏名（法人にあってはその名称及び代表者氏名）　　　　印

記

訓子府町過疎地域対策のための固定資産税の課税免除に関する条例施行規則第４条の規定により固定資産税の課税免除を受けたいので、別紙関係書類を添えて申請します。

	新（増）設者
	住所
（法人にあっては主たる事業所の所在地）

	
	氏名
（法人にあってはその名称及び代表者氏名）

	青色申告の有無
	有 ・ 無
	業　種
	

	資本金の金額等
	

	課税免除を受けたい年度
	年度から　　　年度まで

	新（増）設適用設備の取得年月日
	家　　屋
	　　　年　　　月　　　日

	
	償却資産
	　　年　　　月　　　日

	新（増）設家屋の敷地となる土地の取得年月日
	　　　年　　　月　　　日

	新（増）設に係る一の生産設備を構成する資産の取得価額の合計
	

	新（増）設適用設備に係る増加常時雇用者数
	　　　　　　　　　　人

	新（増）設適用設備を事業の用に供した年月日
	　　　年　　　月　　　日

	備　　　　　考
	


注　「事業用の用に供した日」とは「操業の開始日」を記入していください。

[bookmark: _Hlk78531268]別紙
１　新（増）設適用設備及び該当家屋の敷地である土地の明細書
（１）　土地
	所在番号
	地　　籍
	取得年月日
	取得価格
	※固定資産課税
台帳登録価格
	備　　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	




　（２）　家屋
	[bookmark: _Hlk81568334]所在
地番
	用途
	構造
	床面積
	工　事
着　工
年月日
	取　得
年月日
	耐用
年数
	取得
価格
	※
固定資産課税台帳登録価格
	備　考

	
	
	
	１階
	２階
	３階
	計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




（３）　償却資産
	[bookmark: _Hlk81568710]種類
	名称
	数量
	製作所名
	耐用
年数
	取　得
年月日
	取得
価格
	減　価
償却額
	減　　価
残存価格
	※固定資産
課税台帳
登録価格

	
	
	
	型式規格
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※印の欄は記入しないこと。

２　事業所新（増）設計画書
　（１）　目的及び事業の概要
　　　　新（増）設の理由（市況、需要等今後の見通し）
　　　　※新（増）設の区分を明確にすること。
　（２）　主要製品名
　　　　新（増）設に係る製品名
　（３）　投下固定資産の種類別計画（事業が数次にわたる場合にあっては各次ごとに同一様式で記入のこと。）

	種　　　　　　別
	数　量
	金　額
	備　考

	設　備　明　細　書
	適　用　固　定　資　産
	建　　　　　　物
	名　称
	
	
	建設着工年月日

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	構築物
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	機械装置
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他の附帯施設
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　　計
	
	
	
	

	土地
	使用
明細
	
	
	
	
	取得年月日

	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	



注　１　会社等の資産台帳と同一の記入方法をすること。
　　２　備考欄には、建物の構造、形式、機械の型式、性能等を記入のこと。








３　所要資金調達計画（金融機関別及び年度別）
（単位千円）
	金　融　機　関　名
	年
	年
	年
	備　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	



注（３）の投下固定資産の種類別計画の統計と同額とすること。


４　生産設備（設備能力）操業５年間の生産計画及び販路

	区　　　　分
	旧　設　備
	新（計画）設備
	販　　　　路

	
	生産能力
	生産計画
	生産能力
	生産計画
	

	年度
	
	
	
	
	

	年度
	
	
	
	
	

	年度
	
	
	
	
	

	年度
	
	
	
	
	

	年度
	
	
	
	
	




５　所要電力及び用水

	電　力
	契約電力
	

	
	月間使用電力見込
	

	
	年間使用電力見込
	

	用　水
	１日の使用量
	

	
	水源
	







[bookmark: _GoBack]
６　生産工程の概要
注　工程の内容を順次文面で説明すること。


７　職種別従業者数

	職　種
雇用年度
	生　産
	検　査
	管　理
	合計

	
	男
	女
	男
	女
	男
	女
	

	常時雇用者
	操業時の雇用者
	
	
	
	
	
	
	

	
	数次にわたり雇用する場合
	２次（　　　年）
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	３次（　　　年）
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	４次（　　　年）
	
	
	
	
	
	
	

	日々雇い入れる者
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人



注　常時雇用者の欄には、新規雇用者数及び転勤者数を記入すること。（増加の人数のみで既存人数は含まないこと。）


８　主要原材料及び燃料の調達計画

	原材料及び燃料
	年間所要量
	調　達　先

	（原材料名）

	
	

	（燃料名）

	
	




９　事業収支計画
（単位千円）
	年度
区分
	年
	年
	年

	売　上　高
	
	
	

	材　料　費
	
	
	

	加　工　費
	
	
	

	利　　　益
	
	
	


10　その他の添付書類
　（１）　会社の概要
　　　ア　会社設立年月日
　　　イ　資本金
　　　ウ　会社の沿革及び現況
　　　　　　　　　（会社の歴史、現況の説明等を記入のこと。）
　　　エ　既存事業場の所在地、名称、生産能力及び従業者数
　　　　　　　所在地
　　　　　　　名　　称　　　　　　　　　（注）本社および出張所等すべて記入
　　　　　　　生産能力
　　　　　　　従業者数
　　　オ　最近２期の営業報告書、貸借対照表及び損益計算書
　　　　　　　　　　　　　　年　度　　　　　　別添№１
　　　　　　　　　　　　　　年　度　　　　　　別添№２
　　　カ　定款　　　　　　　　　　　　　　　　別添№３
　（２）　事業場見取図
　　　ア　事業場位置図　　　　　　　　　　　　別添№４
　　　イ　事業場内配置図　　　　　　　　　　　別添№５
　　　ウ　設備配置図　　　　　　　　　　　　　別添№６
　（３）　生産工程図
　（４）　その他参考となるもの
　　　ア　公害防止に関する届出書及び受理書の写しを添付のこと。
　　　イ　土地の課税免除を申請する場合は、当該土地の売買契約書の写しを添付のこと。
　　　ウ　特別償却の有無を明らかにする書類（特別償却しない場合は、その理由書を添付のこと。）












